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舗装の劣化過程は路面の劣化過程と舗装全体の耐荷力の低下過程で構成される複合的過程である．耐荷力の
低下は路面の劣化速度に影響を及ぼす．路面性状調査により路面の健全度を観測できる．一方，耐荷力の低下
は FWD調査等により部分的に観測可能である．本研究では，このような特性を有する路面の劣化過程を，耐
荷力の状態に依存する混合マルコフ過程として記述する．そのうえで，期待ライフサイクル費用を最小にする
ような最適調査間隔と補修・更新政策を同時決定する予防保全モデルを提案する．さらに，具体的に NEXCO
が管轄する高速道路を対象とした適用事例を通じて，予防保全モデルの有効性を実証的に検証する．
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1. はじめに

道路舗装の劣化過程には多くの不確実性が介在して

おり，舗装過程を確定的に予想することは困難である．

路面性状調査により，路面の劣化状態 (以下，路面健全
度と呼ぶ) を観測することができる．路面の劣化過程の
不確実性を考慮した統計的劣化予測モデルとして，マ

ルコフ劣化モデル等が提案されている?)−?)．マルコフ

劣化モデルを用いることにより，実際の路面性状調査

結果に基づいて，現実の実態に即した劣化過程を予測

することができる．その結果，舗装の補修費用の流列

を用いて定義される期待ライフサイクル費用 (以下，期
待 LCCと表す) の低減に資するような路面補修政策を
合理的に検討することが可能となった．

一方，道路を長期間にわたり利用することにより，路

面だけでなく道路舗装全体の劣化が進展し舗装耐荷力

が低下する．舗装耐荷力が低下すれば，ひび割れの発

生が加速する等，路面の劣化速度に影響を及ぼす．舗

装耐荷力に関しては，FWDを用いたたわみ量調査によ
り観測することができる．期待 LCCの低減化を達成す
るためには，舗装耐荷力が低下した道路区間において

は路面だけでなく，舗装全体の補修（以下，舗装更新

と呼ぶ）を行うことが必要となる．

舗装の劣化過程に関する情報を獲得するために調査

費用や社会費用が発生する．調査費用を抑制するため

には，調査頻度を減少させることが望ましい．一方，調

査頻度が減少すれば，劣化過程に関する不確実性が増

加する．道路管理者が道路舗装のサービス水準に対し

て一定のリスク管理水準を設定する場合，調査頻度が

減少すればリスク管理水準を達成できないリスクが増

加する．あるいは，リスク管理水準を達成するために

は予防的に舗装を補修することが必要となる．したがっ

て，道路管理者が設定する舗装サービス水準に関する

所与のリスク管理水準の下で，補修費用，調査費用，モ

ニタリング費用で構成される期待 LCCの最小化を達成
するような調査間隔や舗装の補修更新政策を求めるよ

うな方法論が必要となる．

以上の問題意識の下で，本研究では，舗装の劣化状

態を路面健全度，舗装耐荷力という複数の状態変数を

用いたマルコフ過程として表現するとともに，所与の

リスク管理水準の下で期待 LCCを最小にするような調
査間隔と補修更新政策を同時に決定するようなマルコ

フ決定モデル (以下，予防保全モデルと呼ぶ) を定式化
する．以下，2.で本研究の基本的な考え方を説明する．

3.で，舗装の劣化過程を複数状態変数を用いたマルコ

フ過程として定式化する．4.で，予防保全モデルを定

式化する．
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2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

土木施設の維持・補修方法として，1)時間依存的ルー
ル，2)状況依存的ルールという 2種類の補修更新政策
を考えることができる．時間依存的ル－ルは，一定の

時間間隔を経て定期的に土木施設の維持更新を実施す

る方法である．たとえば，照明施設等の道路付帯施設

のように，数多くの小規模の設備で構成されているよ

うな設備・機器システムや，管路等の地中埋設物のよ

うに調査費用が禁止的に高くなるような土木施設に関

しては，土木施設の劣化状態に関わらず定期的に土木

施設や設備を更新するという時間依存的ルールを適用

することが望ましい．一方，劣化過程に多大な不確実

性が存在する場合，土木施設の劣化状態に依存して補

修更新政策を決定するという状況依存的ルールを採用

することが望ましい．本研究では，道路舗装の劣化過

程の不確実性に着目し，状況依存的ルールを用いた補

修更新政策を求める方法論を提案する．

破壊や故障がある定常的な確率過程に従って生起す

るようなシステムの最適補修政策に関しては膨大な研

究が蓄積されている?),?)．特に，健全度を離散的な状態

変数で記述するマルコフ決定モデル?)は，劣化過程の記

述が簡単であり，土木工学の分野でも数多くの実用モ

デル?)−?)が提案されている．多くの土木施設において

は，調査業務を通じてのみ施設の健全度が部分的に観

察可能である場合が少なくない．このような劣化過程

が直接観測可能でないような施設の補修問題をマルコ

フ決定過程を用いて分析する方法がいくつか提案され

ている．しかし，そこでは調査時期があらかじめ確定

的に与えられており，定期的な調査により獲得した調

査情報に基づいて補修の有無を決定するアプローチと

なっている．特に，地下埋設物のような土木施設の調

査費用は無視できない．このような施設に関しては調

査のタイミングを決定すること自体が問題となる．こ

のような問題意識の下に，調査間隔と補修政策を同時

に求める最適補修モデルが提案されている?)−?)．

本研究では，まず道路舗装のマネジメントを対象と

して予防保全モデルを定式化する．その際，舗装の劣

化過程を路面健全度，舗装耐荷力という 2種類の異な
る状態変数を用いた 2次元のマルコフ連鎖モデルとし
てモデル化する．舗装の劣化状態は部分的に観測可能

であり，路面性状調査により路面健全度が，FWD調査
により舗装耐荷力を観測することが可能である．これ

らの調査結果に基づいて，路面補修，あるいは舗装更

新が実施される．当然のことながら，舗装更新が実施

される場合，路面も打ちかえられることになる．本研

究では，期待 LCCを最小にするような望ましい調査間

注）図の上段は，路面健全度の劣化過程を，下段は
耐荷力の低下過程を摸式的に示している．耐荷力が
低下すれば，路面健全度の劣化速度が速くなる．

図–1 舗装劣化過程

隔，補修更新政策を分析するために，路面健全度，舗

装耐荷力という複数状態変数を考慮したマルコフ決定

モデルを定式化する．筆者の知る限り，このような複

数次元を考慮したマルコフ決定モデルを用いた予防保

全モデルに関する研究事例は見あたらない．

(2) 劣化過程の不確実性と調査の目的

道路の舗装構造は，表層部，基層部，路盤部という複

数の層で構成される多層構造を有している．このうち，

表層 (路面) は車両交通による摩耗や繰り返し荷重，天
候・気象等の直接的な影響により劣化が進展する．さ

らに，各層における構造的欠陥の有無が路面の劣化速

度に影響を及ぼす．基層や路盤部も雨水や地下水の浸

透，繰り返し荷重の作用等により劣化が進展する．舗

装構造の劣化過程を，摸式的に図–1に示している．図

の上段は路面健全度の劣化過程を，下段は舗装耐荷力

の低下過程を示している．同図においては，路面健全

度の劣化過程の方が，耐荷力の低下よりも，早く進展

するように描かれている．舗装マネジメントにおいて

は，路面のサービス水準に対して，維持すべき管理目

標が規定されており，路面の健全度が管理目標に達し

た時点で補修が実施され，路面の健全度は初期状態ま

で回復する．しかし，耐荷力が低下することにより，路

面の劣化速度が加速される．このため，初期時点から

路面の補修回数が増加するほど，舗装の補修間隔が短

くなる．耐荷力が低下した場合，舗装を更新すること

が期待 LCCを抑制する上でも望ましくなる．

道路管理者は路面性状調査を定期的に実施すること

により，路面健全度を観測することができる．しかし，

舗装耐荷力は目視により直接観察することは不可能で

ある．舗装構造の劣化状態を把握するためには．コア

抜きや開削調査のように破壊試験により舗装構造の劣
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化を直接観察するか，FWD調査やベンケルマンビーム
試験を用いてたわみ量を計測することによって耐荷力

を調査することが必要である．このうち，FWDにおい
ては，舗装表面に重錘を落下させ，その時に生じるた

わみ量を測定することによって，舗装耐荷力を診断す

ることが可能である．すなわち，FWD調査を用いるこ
とにより，舗装構造の劣化状態の情報を客観的な数値

（たわみ量）を用いて評価することが可能である．しか

し，FWD調査を実施するためには道路交通規制を実施
することが不可欠であり，渋滞混雑という社会的費用

が発生する．また，調査範囲が広範囲となれば，広範

囲にわたる渋滞の発生や調査費が膨大になることが懸

念され，管理対象となる全線で FWD調査を実施する
ことは非現実的である．本研究では，路面の補修を実

施する時点で，FWD調査を実施することにより舗装耐
荷力を調査するような状況を想定する．

(3) 調査・補修スキーム

路面性状調査の結果に基づいて道路舗装の補修実施

の有無が判断されると考える．いま，図–2 において，

時点 tにおける路面性状調査により路面健全度が，た

とえば点 a (あるいは点 b) のように観測される．路面
健全度が観測された時に，道路管理者が選択可能なア

クションとして，1) 補修工事を実施せずに路面健全度
の判定結果を記録する (アクション e1)，2) FWD試験
を実施し，舗装の補修方法を検討する (アクション e2)，
という 2つをとりあげる．アクション e2が選択された

場合，FWD試験の結果 g(t) = sに基づいて，1) 路面
のみが補修され，補修の劣化状態が (1, s) に回復する
(アクション e21)，2)舗装打ちかえが実施され，舗装の
劣化状態が (1, 1)に改善する (アクション e22) のうち
いずれかが直ちに実施される．道路管理者がアクショ

ン e1を採用した場合，時点 tから，つぎの定期調査時

点 t′ まで劣化が進展する．時点 tにおいて，補修の実

施 (FWD調査の実施) を見送った場合，時点 tにおけ

る耐荷力を確定できないが，過去のFWD調査結果 (舗
装更新時からの経過年数) に基づいて当該時点におけ
る耐荷力の確率分布を推定することができる．さらに，

時点 tの定期調査により，当該時点における路面健全度

に関する情報を獲得しているため，これらの情報を利

用して，さらに時点 t′ における路面健全度の確率分布

F を予測することができる．本研究の舗装マネジメン

トでは，路面健全度が所与のリスク管理水準を下回る

確率を一定水準に維持することを管理目標としている．

当然ながら，時点 tにおける劣化状態が悪くなるほど，

補修の実施を見送った時に，次の定期調査時点 t′ にお

いてリスク管理水準を下回る確率は増加する．たとえ

ば，図–2の点 aのように路面健全度が比較的良好であ

注）時点 tで路面性状調査を実施し，その時に観測
された健全度が aであった場合，時点 t′ における健
全度分布が F1 となる．一方，時点 t における劣化
状態 bが，臨界的健全度を下回っている場合，時点
t′ における健全度分布が F2 となり，使用限界 J に
到達する確率が増加する．

図–2 舗装管理水準

れば，時点 t′における路面健全度は確率分布 F1に従っ

て分布することが予測される．しかし，点 bに示すよ

うに，今期に補修を見送れば，次の定期調査時点にお

いて管理目標を達成することが不可能となる．この場

合，時点 aにおいて，今期に補修を行うことを決定す

るような臨界的な路面健全度 (以下，臨界的健全度と呼
ぶ) が存在する．すなわち，補修政策は，定期調査時点
において「路面健全度が臨界的健全度より望ましい状

態にある場合は補修を見送る」，「臨界的健全度より悪

い状態にある場合は補修を実施する」というルールと

して記述できる．

以上の議論では，定期調査間隔を与件としていた．調

査頻度を増加すれば (調査間隔を短くすれば)，ある調
査時点における路面健全度が同一であっても，次回の

定期調査時点において，舗装の路面健全度がリスク管

理水準を満足しない確率は小さくなる．舗装の補修費

用を小さくするためには，補修の実施の有無を判定す

るための臨界的健全度ができるだけ悪い状態であるこ

とが望ましい．したがって，補修費用を抑制するため

には，定期調査間隔を小さくすることが最適調査政策

となる．一方で，調査間隔を減少すれば，調査費用が

増加する．したがって，調査費用と補修費用で構成さ

れる LCC費用を最小にするような定期調査間隔と補修
更新政策を同時に求めることが必要となる．なお，道

路管理者が社会的費用の最小化を考える場合，利用者

費用も含めた期待 LCCの最小化を検討することが理想
的である．しかし，現時点において，道路管理者が負

担する直接的費用 (調査費，補修費) と比較して利用者
費用の推計精度には課題が残されていると言わざるを
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図–3 リスク・費用管理曲線

えない．そこで，本研究では，期待 LCCに，利用者費
用を含めないこととした．その代わり，利用者の安全

性や快適性等を総合的に考慮して，舗装の路面健全度

に対してリスク管理水準を設けることとした．

(4) リスク・費用管理曲線

道路舗装の管理項目として期待 LCC とリスク管理
水準をとりあげる．リスク管理水準に関しては，3.(2)

で定式化するように，舗装のサービス水準が管理水準

U を満足する確率を用いてリスク管理水準を定義する．

いま，リスク管理水準を所与の値 U に固定する．この

時，道路管理者は，所与のリスク管理水準の下で，期待

LCCを最小にするように調査間隔と臨界的健全度 (補
修政策) を決定することが課題となる．以上の考え方で
求めた最適調査間隔と補修政策は，リスク管理水準を

与件として求めた条件的最適補修更新政策である．こ

こで，リスク管理水準の値をパラメータと考え，個々

のリスク管理水準に対応する条件付き最適補修更新政

策を求めれば図–3に示すようなリスク管理水準と期待

LCCのトレードオフの関係を表現した曲線を得ること
ができる．本研究では，このような曲線をリスク・費用

管理曲線と呼ぶ．舗装の劣化過程に不確実性が存在す

るため，たとえば点 αに示すようにリスク管理水準を

厳しく設定すれば頻繁な調査が必要となり，期待 LCC
の増加を招く．したがって，現実的には一定程度のリス

クを受け入れざるを得ない．一方で，現状が同図の点 β

に位置する場合，わずかな調査費用の節約が，リスク

管理水準の大幅な低下を招くことになる．道路管理者

がサービス水準の達成確率に関するリスク管理水準を

決定すれば，それを実現するための最適調査間隔・補

修更新政策を求めることができる．道路管理者は，利

用者の効用や管理瑕疵の可能性等を総合的に配慮しリ

スク・費用リスク・費用，リスク管理水準を決定するこ

とが必要となる．リスク管理水準の決定問題は，本研

究の域を超えているが，リスク・費用管理曲線は道路

管理者が適切なリスク管理水準を決定する上で重要な

役割を果たすことになる．

3. 舗装構造の劣化過程のモデル化

(1) 前提条件

道路管理者がカレンダー時刻 s0に道路施設を建設 (も
しくは更新) し，それ以降の時刻にわたって道路舗装を
管理する問題を考える．カレンダー時刻 s0を初期時点

t = 0とする離散時間軸 t = 0, 1, 2, · · ·を導入する．離
散時間軸上の点を時点とよびカレンダー時刻と区別す

る．対象とする舗装システムは，図–1に示したように，

路面健全度，舗装耐荷力という 2階層システムで構成さ
れていると考える．離散時間軸上の時点 t1, · · · , tk, · · ·
において路面の補修が実施される．さらに，路面の補

修が実施された時点 tk を始点 uk = 0 とする局所離
散時間軸 uk = 0, 1, 2, · · ·を導入する．局所離散時間軸
上の時点 uk を局所時点と呼ぶ．各離散時点における

舗装耐荷力を離散的状態変数 g(t) (t = 0, · · ·) を用い
て表現する．ただし，離散的状態変数はレーティング

g(t) = s (s = 1, · · · , S)を用いて記述される．レーティ
ング s (s = 1, · · · , S)は，sの値が大きくなるほど舗装

耐荷力が低下していることを意味している．g(t) = S

の場合は，舗装耐荷力が使用限界に到達していることを

意味する．初期時点 t = 0において g(0) = 1である．つ
ぎに，路面健全度を J 個のレーティング h(uk) = i (i =
1 · · · , J ; uk = 0, · · · , Tk)で記述する．ただし，Tk は時

点 tk で路面を補修し，次の補修時点に到達するまでの

期間長であり Tk = tk+1− tkで表される．ただし，局所

時点 uk = 0において h(0) = 1が成立する．h(uk) = J

は，路面の使用限界を表す．

本研究では，舗装の劣化状態を路面健全度，舗装耐

荷力という 2種類の状態変数で表現し，路面健全度の
劣化過程，舗装耐荷力の低下過程をともにマルコフ劣

化過程で記述する．舗装耐荷力の低下過程は，過去の

劣化過程に依存せず，斉次マルコフ過程で表現できる

と考える．しかし，路面の劣化過程は，舗装耐荷力に

依存する．このため，本研究では，舗装の劣化状態を

路面健全度と舗装耐荷力という 2種類の状態変数の組
で表現する．さらに，舗装の劣化過程をこれら 2種類
の状態変数で構成される状態空間上で表現される斉次

マルコフ連鎖モデルとして記述する．

(2) 舗装耐荷力の低下過程

離散時間軸上の期間 [t, t + 1)における舗装耐荷力の
低下過程を表すマルコフ推移確率を，時点 tで評価さ

れた舗装耐荷力 g(t) = sを与件とし，次の t+1期にお
いて舗装耐荷力 g(t + 1) = lが生起する条件付確率

Prob[g(t + 1) = l|g(t) = s] = psl (1)
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を用いて表現する．期間長を 1に基準化する．マルコ
フ推移確率は，津田等?)が開発したマルコフ劣化モデル

を用いて表現できる．時点 tにおける舗装耐荷力 s (s =
1, · · · , S − 1)のハザード率?),?)λs を

λs = xβs (2)

と表す．ただし，x = (x1, · · · , xQ)は説明変数ベクト
ル，βs = (βs

1, · · · , βs
Q)′は未知パラメータベクトルであ

る．記号 ′は転置を，Qは説明変数の数を表す．ハザー

ド率 λsは，期間 [t, t+1)に対して一定であると仮定す
る．この時，時点 tにおいて舗装耐荷力 sの状態から，

時点 t + 1においても舗装耐荷力 sが継続する確率は，

pss = Prob[g(t + 1) = s|g(t) = s]

= exp(−λs) (3)

となる．さらに，時点 tと時点 t + 1の間で舗装耐荷力
が sから l (> s)に推移するマルコフ推移確率 psl (s =
1, · · · , S − 1; l = s, · · · , S)は，

psl = Prob[g(t + 1) = l|g(t) = s]

=
l∑

m=s

m−1∏
z=s

λz

λz − λm

l−1∏
z=m

λz

λz+1 − λm
exp(−λm)

(s = 1, · · · , S − 1; l = s + 1, · · · , S) (4)

と表すことができる?)．ただし，表記上の規則として，{ ∏m−1
z=s

λz

λz−λm = 1 (m = sの時）∏l−1
z=m

λz

λz+1−λm = 1 (m = lの時）

が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，

l−1∏
z=s, ̸=m

λz

λz − λm
exp(−λm)

=
m−1∏
z=s

λz

λz − λm

l−1∏
z=m

λz

λz+1 − λm
exp(−λm)

と簡略化する．また，psS に関しては，マルコフ推移確

率の条件より次式で表せる．

psS = 1 −
S−1∑
l=s

psl　 (5)

(s = 1, · · · , S − 1)

以上の推移確率を用いれば，期間 [t, t + 1)で定義され
る条件付確率 (??)を要素とするマルコフ推移行列を

P =


p11 · · · p1S

...
. . .

...
0 · · · pSS

 (6)

と定義することができる．さらに，期間 [t, t + u]にお
ける推移確率行列 (以下，u期推移確率行列と呼ぶ) は

P (u) = {P}u (7)

と表される．なお，u期推移確率行列を

P (u) =


p11(u) · · · p1S(u)
...

. . .
...

0 · · · pSS(u)

 (8)

と表記する．

(3) 路面健全度の劣化過程

離散時間軸上の時点 t1, · · · , tk, · · ·において路面の補
修が実施される．路面の補修が実施された時点 tk を始

点 uk = 0とする局所離散時間軸 uk = 0, · · · , Tkを考え

る．ただし，uk = Tk において次回の路面の補修が実

施される．局所離散時間軸上の時点 ukは，離散時間軸

上の時点 tk + uk と対応する．いま，時点 tk (uk = 0)
に路面の補修が実施され，路面健全度が h(0) = 1に改
善する．局所時点 ukから uk +1の間において生起する
路面の劣化状態の推移状態を，マルコフ推移確率で表

す．単位期間 [uk, uk + 1)の期間長も 1に基準化する．

いま，舗装耐荷力は観察可能ではないが，ひとまず既

知であると考える．局所期間 [uk, uk + 1)（離散時間軸
上の期間 [tk +uk, tk +uk +1)における路面の劣化過程
を表すマルコフ推移確率を，局所時点 uk（時点 tk +uk）

で評価された舗装耐荷力 g(tk + uk) = sと路面健全度

h(uk) = iを与件とし，次の局所時点 uk + 1において
路面健全度 h(uk + 1) = j が生起する条件付確率

Prob[h(uk + 1) = j|h(uk) = i, g(tk + uk) = s]

= πij(s) (9)

を用いて定義する．局所期間 [uk, uk + 1)において舗装
耐荷力 sは一定であると仮定する．この時，舗装耐荷

力 sを与件とした路面健全度 i (i = 1, · · · , J − 1)のハ
ザード率 µi(s)を

µi(s) = γs
0yγi = γs

0µ
i (10)

と表す．ただし，γs
0 は舗装耐荷力 s に依存するパラ

メータ，y = (y1, · · · , yV )は説明変数ベクトル，γi =
(γi

1, · · · , γi
V )′ は未知パラメータベクトル，µi = yγi で

ある．このとき，舗装耐荷力 sの下で局所時点 ukにお

いて路面健全度が iであり，局所時点 uk + 1において
も路面健全度 iが継続する確率は，

πii(s)

= Prob[h(uk + 1) = i|h(uk) = i, g(tk + uk) = s]

= exp{−µi(s)} = exp(−γs
0µ

i) (11)

となる．さらに，局所時点 uk と局所時点 uk + 1の間
で路面健全度が iから j (> i)に推移するマルコフ推移
確率 πij(s) (i = 1, · · · , J − 1; j = i, · · · , J)は，

πij(s)

= Prob[h(uk + 1) = j|h(uk) = i, g(tk + uk) = s]
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=
j∑

z=i

j−1∏
r=i,̸=z

µr(s)
µr(s) − µz(s)

exp{−µz(s)}

(i = 1, · · · , J − 1; j = i + 1, · · · , J) (12)

と表すことができる．また，πiJ(s)に関しては，マル
コフ推移確率の条件より次式で表せる．

πiJ(s) = 1 −
J−1∑
j=i

πij(s)　 (13)

(s = 1, · · · , S − 1)

以上の推移確率 (??),(??) を用いれば，局所期間
[uk, uk + 1)で定義される条件付確率 (??)を要素とす
るマルコフ推移行列を

Π(s) =


π11(s) · · · π1J(s)
...

. . .
...

0 · · · πJJ(s)

 (14)

と定義することができる．

(4) 舗装全体の劣化過程

舗装全体の劣化状態を，路面健全度 iと舗装耐荷力 s

という 2つの状態変数の組 (i, s)を用いて表現する．い
ま，隣接する 2つの時点 tと t + 1を考える．時点 tに

おける劣化状態を (i, s)，時点 t + 1の劣化状態を (j, l)
と表す．期間 [t, t + 1)中における舗装耐荷力は時点 t

における状態 sが近似的に継続すると仮定する．ただ

し，劣化過程の単調性条件より i ≤ j, s ≤ lが成立す

る．この時，期間 [t, t+1)において劣化状態が (i, s)か
ら (j, l)に推移する確率 θj,l

i,s は次式で定義される．

θj,l
i,s =

{
pslπij(s) i ≤ j, s ≤ lの時

0 それ以外の時
(15)

ここで，θj,l
i,s を (s, l)要素とする対角ブロック行列を

θj
i =


θj,1

i,1 θj,2
i,1 · · · θj,S

i,1

0 θj,2
i,2 · · · θj,S

i,2

...
...

. . .
...

0 0 · · · θj,S
i,S

 (16)

とし，舗装全体の劣化過程の推移確率行列を

Θ =


θ1

1 θ2
1 · · · θJ

1

0 θ2
2 · · · θJ

2

...
...

. . .
...

0 0 · · · θJ
J

 (17)

と定義する．この時，調査時点 tk からつぎの調査時点

tk + rまでの r期間に生起する劣化状態の推移確率行列
はマルコフ推移確率

Θ(r) = {Θ}r (18)

を用いて表現できる．マルコフ推移確率 Θ(r) の
{(i, s), (j, l)}要素 θj,l

i,s(r)は r期間のうちに劣化状態が

(i, s)から (j, l)に推移する条件付き確率を表している．

初期時点 t = 0において舗装全体が更新され，舗装
耐荷力が g(0) = 1に，路面健全度が h(0) = 1に確定し
たと考える．初期時点以降，舗装の劣化が進行するが，

劣化過程に不確実性が介在する．時点 tにおいて舗装状

態 (i, s)が生起する確率をψi,s(t)と表し，状態ベクトル
を ψ(t) = {ψ1,1(t), ψ1,2(t), · · · , ψi,s(t), · · · , ψJ,S(t)}と
表す．r期間に及ぶ劣化状態の推移確率が式 (??)で表
現される時，調査時点 tと t + r の状態生起確率 ψ(t)
と ψ(t + r)の間に

ψ(t + r) = ψ(t)Θ(r) (19)

が成立する．また，初期時点における舗装状態は (i, s) =
(1, 1)であり，ψ(0) = (1, 0, · · · , 0)′と表せることに着目
すれば，任意の時点 tにおける舗装状態の生起確率は

ψ(t) = ψ(0)Θ(t) (20)

と表せる．

4. 予防保全モデル

(1) モデル化の前提条件

路面の補修時に FWD調査を実施し，舗装耐荷力を
調査する場合を考える．路面性状調査を r 期ごとに実

施する．rは政策変数であるが，ひとまず与件とする．

w 回目の路面性状調査が実施される離散軸上の時点を

t = tk + rw (w = 0, 1, · · · ,W )と定義する．w回目の路

面性状調査により，ある特定の地点における路面健全度

が h(t) = i (i = 1, · · · , J)と判定されたと考える．時点
tにおいて，路面健全度が h(t) = J と判定された場合

は，直ちに路面が補修され路面健全度が 1まで回復す
る．一方，時点 tにおいて路面健全度が 1 < h(t) ≤ Jの

場合に選択可能なアクション eとして，1) 補修工事を
実施せずに路面健全度の判定結果を記録する (アクショ
ン e1)，2) FWD試験を実施し，舗装の補修方法を検討
する (アクション e2)，という 2つをとりあげる．アク
ション e2が選択された場合，FWD試験の結果 g(t) = s

に基づいて，1) 路面のみが補修され，補修の劣化状態
が (1, s)に回復する (アクション e21)，2) 舗装打ちかえ
が実施され，舗装の劣化状態が (1, 1)に改善する (アク
ション e22)．

ここで，調査時点 tにおける補修更新政策 ξを，調査

で観測された路面健全度 h(t) = iに対して，補修後の

路面健全度を指定するルール ηξ(i)を用いて定義する．
すなわち，補修更新政策 ξは，

ηξ(i) =


(i, s) アクション e1の場合

(1, s) アクション e21の場合

(1, 1) アクション e22の場合

(21)

(i = 1, · · · , J)

と記述される．いま，路面の補修の有無を判定する臨
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図–4 調査・補修更新アクションの論理的順序

界的健全度 i∗(ξ)が存在し，路面健全度 iが臨界健全度

i∗(ξ)より大きくなった場合，FWD調査が実施される．
さらに，FWD調査の結果，舗装耐荷力 sが臨界的耐荷

力 s∗(ξ)より小さい場合，路面のみが補修される．それ
以上の場合には，舗装全体が打ちかえられる．すなわ

ち，路面の補修政策は

ηξ(i) =

{
i i < i∗(ξ)
1 i ≥ i∗(ξ)

(22)

(i = 1, · · · , J)

と表される．さらに，舗装の更新政策は

ιξ(s) =


s i < i∗(ξ)
s i > i∗(ξ), s < s∗(ξ)
1 i > i∗(ξ), s ≥ s∗(ξ)

(23)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と表される．条件 (??)を満足する補修更新政策の集合
を Ξと表す．調査後路面健全度に基づいて，必要な場
合には直ちに補修・更新が実施される．

(2) 舗装の劣化・補修過程

舗装の補修更新政策 (r, ξ)の下で実現する劣化・補修
過程をマルコフ過程としてモデル化する．任意の調査

時点 tにおいて実施される一連のアクションの論理的順

序を図–4に整理している．いま，調査時点の期首にお

ける真の舗装状態を (i, s)で表す．しかし，真の舗装状
態は調査を実施する直前の時点において知ることはで

きない．つぎに，1) 路面性状調査が実施され路面健全
度 iが観測される．2) 路面健全度が i > i∗(ξ)の場合，
FWD調査が実施される．3) 舗装耐荷力 sが観測され，

s ≥ s∗(ξ)の場合には，舗装全体が打ちかえられる．一
方，s < s∗(ξ)の場合には，路面のみが補修される．以
上の一連のアクションは瞬時に実施されると考える．こ

れらの補修アクションの終了後における真の舗装状態

を (j, l)と表す．すなわち，補修更新政策 ξを実施する

ことにより，真の舗装状態は (i, s)から (j, l)に推移す
る．このような真の状態変数の推移関係を

αj,l;ξ
i,s =

{
1 ηξ(i) = j ιξ(s) = l

0 それ以外の場合
(24)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と表す．さらに，推移関係 αj,l;ξ
i,s を {(i, s), (j, l)}要素と

する推移行列

Aξ =



α1,1;ξ
1,1 α1,2;ξ

1,1 · · · αj,l;ξ
1,1 · · · αJ,S;ξ

1,1

α1,1;ξ
1,2 α1,2;ξ

1,2 · · · αj,l;ξ
1,2 · · · αJ,S;ξ

1,2

...
...

. . .
...

. . .
...

α1,1;ξ
i,s α1,2;ξ

i,s · · · αj,l;ξ
i,s · · · αJ,S;ξ

i,s

...
...

. . .
...

. . .
...

α1,1;ξ
J,S α1,2;ξ

J,S · · · αj,l;ξ
J,S · · · αJ,S;ξ

J,S


(25)

を用いて定義する．

さらに，調査・補修更新政策 ξの下で調査時点 tにお

いて (調査が実施される直前で) 定義される真の舗装状
態の生起確率分布を

ψr,ξ(t) = {ψr,ξ
1,1(t), ψ

r,ξ
1,2(t), · · · , ψ

r,ξ
J,S(t)}と表すと，調査

時点 tと次の調査時点 t + rにおいて実現する舗装の劣

化・補修過程は

ψr,ξ(t + r) = Θr,ξψr,ξ(t) (26)

と表すことができる．ただし，Θr,ξ = AξΘ(r)であり，
その {(i, s), (j, l)}要素を θj,l;ξ

i,s (r)と表す．さらに，舗
装の劣化・補修過程の定常状態をとると，

ψr,ξ,∗ = ψr,ξ,∗AξΘ(r) (27)

が成立する．ここに，ψr,ξ,∗ = (ψr,ξ,∗
1,1 , ψr,ξ,∗

1,2 , · · · , ψr,ξ,∗
J,S )

は調査時点における真の舗装状態に関する長期定常生

起確率を表す．

予防保全モデルを，舗装のリスク管理水準を一定水

準以上に確保した上で，初期時点から無限期間にわたっ

て発生する補修更新費用の現在価値 (期待 LCC) を最
小にする問題として定式化する．舗装の調査時点にお

いて路面健全度が使用限界に到達している定常生起確

率 (使用限界確率と呼ぶ) を一定水準以下に抑制するこ
とをリスク管理目標として設定する．調査時点 tにお

ける舗装の路面健全度の定常生起確率を

ρr,ξ,∗ = (ρr,ξ,∗
1 , · · · , ρr,ξ,∗

J ) (28)

で表現する．ただし，

ρr,ξ,∗
i =

S∑
s=1

ψr,ξ,∗
i,s (i = 1, · · · , J) (29)

と表される．任意の路面性状調査時点 tにおいて使用限

界である路面健全度 J が観測される使用限界確率 ρr,ξ,∗
J

をリスク管理水準 U 以下に抑えることが可能な補修更

7



新政策 (r, ξ)の集合 Ξ(U)を，次式のように定義する．

Ξ(U) = {(r, ξ)|ρr,ξ,∗
J ≤ U} (30)

(3) 定式化

調査間隔 r と調査時点において実施される補修更新

政策 ξ は，ともに政策変数である．これら 2つの政策
変数の組 (r, ξ) ∈ Ξ を補修更新政策と呼ぶ．ただし，
Ξは，調査・補修更新政策集合である．道路管理者が
補修更新政策 (r, ξ) ∈ Ξ(U) に従って，道路舗装の点
検・補修を実施する場面を考える．道路管理者は，時

点 uk = rd (d = 0, 1, · · ·)において，路面性状調査を実
施する．路面性状調査費用を cと表す．さらに，路面性

状調査の実施時点において，路面健全度が臨界的健全

度 i∗(ξ)を下回った場合，舗装の補修を実施する．補修
費用は補修直前の路面健全度 iに依存しないと仮定し，

路面の補修費用を ω で表す．また，FWD調査費用を
ζ，舗装の更新費用を D と表す．いま，ある路面性状

調査時点 uk において真の劣化状態が (i, s)であると仮
定する．路面性状調査を行うことにより，路面の性状 i

に関する情報を獲得できる．さらに，FDW調査を行う
ことにより，舗装耐荷力 sに関する情報を獲得できる．

ここで，補修更新政策 ξを表す 2種類の 0-1変数

δξ
i =

{
0 i < i∗(ξ)
1 i ≥ i∗(ξ)

νξ
i,s =


0 i < i∗(ξ)
0 i ≥ i∗(ξ), s < s∗(ξ)
1 i ≥ i∗(ξ), s ≥ s∗(ξ)

を定義する．ある調査時点 tk において真の劣化状態が

(i, s)の時に，その時点以降，補修更新政策 (r, ξ)を恒
常的に適用することによって発生する補修更新費用の

期待割引当該期価値 (期待 LCC) V r,ξ
i,s は，再帰的に

V r,ξ
i,s = c + νξ

i,s(D + ζ + V r,ξ
1,1 )

+ δξ
i (1 − νξ

i,s)(ω + ζ + V r,ξ
1,s )

+ (1 − δξ
i )

J∑
j=i

S∑
l=s

exp(−ρr)θj,l
i,s(r)V

r,ξ
j,l 　 (31)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と定義できる．ただし，ρは割引率，θj,l
i,s(r)は式 (??)で

定義されるマルコフ推移確率 Θ(r)の {(i, s), (j, l)}要
素を表している．式 (??)は状況依存的期待 LCC費用
V r,ξ

i,s (i = 1, · · · , I; s = 1, · · · , S)に関する連立方程式に
なっている．式 (??)は

V r,ξ
i,s = R1,1;r,ξ

i,s V r,ξ
1,1 + R1,s;r,ξ

i,s V r,ξ
1,s

+
J∑

j=2

S∑
l=1

Rj,l;r,ξ
i,s V r,ξ

j,l + Ur,ξ
i,s　 (32)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と書き換えることができる．ただし，

R1,1;r,ξ
i,s = νξ

i,s (33a)

R1,s;r,ξ
i,s = δξ

i (1 − νξ
i,s) (33b)

Rj,l;r,ξ
i,s = (1 − δξ

i ) exp(−ρr)θj,l
i,s(r) (j ̸= 1) (33c)

Ur,ξ
i,s = c + δξ

i (1 − νξ
i,s)(ω + ζ) + νξ

i,s(D + ζ)

+(1 − δξ
i )(1 − νξ

J,l) exp(−ρr) (33d)

である．連立方程式 (??)を

V r,ξ = V r,ξΓr,ξ + U r,ξ (34)

と行列表記する．ただし，

V r,ξ = (V r,ξ
1,1 , V r,ξ

1,2 , . . . , V r,ξ
i,s , · · · , V r,ξ

J,S) (35a)

U r,ξ = (Ur,ξ
1,1 ,Ur,ξ

1,2 , · · · ,Ur,ξ
i,s , · · · ,Ur,ξ

J,S) (35b)

Γr,ξ =



R1,1;r,ξ
1,1 R1,2;r,ξ

1,1 · · · RJ,S;r,ξ
1,1

...
...

. . .
...

R1,1;r,ξ
i,s R1,2;r,ξ

i,s · · · RJ,S;r,ξ
i,s

...
...

. . .
...

R1,1;r,ξ
J,S R1,2;r,ξ

J,S · · · Rj,S;r,ξ
J,S


(35c)

である．

連立方程式 (??)を解くことにより，状況依存的期待
LCCを求めることができる．状況依存的期待 LCCで
ある V r,ξ

i,s は当該時点において舗装状態が (i, s)の時に，
それ以降調査・点検政策 (r, ξ)を恒常的に適用する場合
に発生する期待LCCの当該期価値を表している．いま，
長期定常状態において，道路舗装の運用により発生す

る期待 LCCの現在価値を

LCC(r, ξ) =
J∑

i=1

S∑
s=1

ψr,ξ,∗
i,s V r,ξ

i,s (36)

と定義する．この時，リスク管理水準 U を所与とした

時に，期待 LCCを最小とするような舗装の補修更新政
策を求める最適補修更新政策モデルは，

min
r,ξ

{
LCC(r, ξ)

}
(37a)

subject to (r, ξ) ∈ Ξ(U) (37b)

と定式化できる．この問題の最適解として求まる最適

政策はリスク管理水準 U を所与とした条件付き最適政

策であり，このことを明示的に表現するために最適政

策を (r∗(U), ξ∗(U))と表す．

(4) 解法

予防保全モデルの最適解を求める方法を提案する．

ひとまず，定期補修更新政策 (r, ξ)を与件とする．定期
補修更新政策 (r, ξ)を所与とした場合，舗装状態 (i, s)
を与件とした期待 LCC である V r,ξ

i,s は，連立方程式

(??)を解くことにより求めることができる．すべての
(r, ξ) ∈ Ξ に対して網羅的に V r,ξ

i,s (i = 1, · · · , J ; s =

8



補修更新政策 の設定Step1
推移確率 の算出
定常状態における真の舗装生起確率分布 の算出

状況依存的期待ライフサイクル費用 の算出
期待ライフサイクル費用の現在価値 の算出

全てのに対する計算終了
最小化となる最適補修更新政策 の決定

Yes

Yes

No

No

新しいの設定

Step2
Step3

Step4
Step5

Step6
図–5 予防保全モデルの解法

1, · · · , S)を計算することにより，問題 (??),(??)の最適
解 (r∗(U), ξ∗(U))を求めることができる．予防保全モ
デルの解法は以下の手順で求めることができる．

• step 1　 (r, ξ)を設定する．
• step 2　推移確率 P ξ(r)を求める．
• step 3 　式 (??),(??) を用いて ρr,ξ,∗

J を求め，

ρr,ξ,∗
J ≤ U を満足するかどうかを検討する．満足し

ない場合，step 6へ進む．満足する場合，step4

へ進む．

• step 4 　連立方程式 (??) を解き，V r,ξ
i,s (i =

1, · · · ,J ; s = 1, · · · , S)を求める．
• step 5　 LCC(r, ξ)を求める．
• step 6　すべての (r, ξ)に対して探索が終了してい
ない場合，新しい (r, ξ)を設定し，step 2へ戻る．

すべての (r, ξ)に関して探索した場合，LCC(r, ξ)
を最小にするような (r∗, ξ∗)を求める．

以上の予防保全モデルの解法を図–5に一括して整理し
ている．

5. おわりに

本研究では，道路管理者が設定する舗装サービス水

準に関する所与のリスク管理水準の下で，補修費用，及

び調査費用で構成される期待 LCCの最小化を達成する
ような調査間隔や舗装の補修・更新政策を求めるよう

な方法論を提案した．具体的には，舗装の劣化状態を

路面健全度と舗装耐荷力という 2種類の状態変数を用
いて表現するとともに，舗装の劣化過程を路面健全度

の劣化過程と舗装耐荷力の劣化過程という複合的なマ

ルコフ劣化モデルを用いて表現した．その上で，所与

のリスク管理水準の下で期待 LCCを最小にするような
調査間隔と補修更新政策を同時に決定するような予防

保全モデルを定式化した．なお，現実の高速道路を対

象とした適用事例に関しては講演会当日に発表する予

定である．
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PREVENTIVE UPKEEP MODEL FOR PAVEMENT STRUCTURE

Kiyoshi KOBAYASHI, Masayuki EGUCHI, Akira OI, Kazuya AOKI, Kiyoyuki KAITO
and Yasunori MATSUMURA

The deterioration processes of pavement are compound ones characterized by surface deterioration as well
as capacity. This study proposes a methodology to find the optimal inspection policy for road pavement
with uncertain deterioration processes. Since the deterioration progresses are characterized by a lot of
uncertainty, the pavement conditions cannot be deterministically evaluated unless the inspection or repair
activities are carried out. The road administrators have to make the decisions of whether repair should be
implemented based upon the results of inspection. In this paper, the value of the inspection is evaluated
by use of real option theory, and the optimal inspection and repair model is formulated to investigate the
optimal inspection frequencies an repair policy which may minimize the expected life cycle costs. Finally,
the validity of the methodology presented in the paper is investigated by a case study dealing with the
expressway in the real world.
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